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公共経済の連関分析

一
「市場経済」および「計画経済」に

　　　　　　　　　おける「一方的移転」の理論』

吉　村 弘

1　はじめに

　本稿は，公共経済活動とくに公共収支を国民経済の中に整合的に位置づけ，

それによって，公共収支の経済的諸効果を解明するための方法を提示しよう

　　xとするものである曾そのさい，現実のデータによって諸効果を計測しうるよ

うな形で理論を構築することに，とくに留意している。また，説明の用語と

しては我国のような「市場経済」になじむ概念が用いられているけれども，

分析フレームワークそのものは「計画経済」にも適用しうるものである・

　この主題はつぎの2つの現代的問題，すなわち「分配」と「市場と計画」

に深くかかわりをもっている。

　まず「分配」の問題から考察する。「効率と公平」は経済学において古くて

新しい問題である。そのうち「効率」の問題は永く経済学の中心に位置し，

多くの重要な成果が学会の共有財産として残されている。これに対して「公

平」の問題は，その重要性が常に認識されていたにもかかわらず「効率」に

関するほどの成果をあげていないように思われる。　　　　　　　　，

　その理由の1つは，「公平ないし分配」の問題が価値判断と直接かかわりを

もち，normativeな分析になじむものと考えられがちであったためであると

①本稿の作成にあたり，広島大学の櫟本功教授より多大の御教示をいただいた。1年余

　にわたる教授との議論を通じてモデルは順次修正された。記して謝意を表わしたい。も

　とより誤りがあるとすれば，それは筆者ひとりの責任である。
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思われる。しかしながら「分配」も，他の問題と同じ程度にPositiveに分析

することができる。すなわち，現実の分配状態や，ある経済量の変化の分配

への効果を分析することは，現実の国民所得の構成や，投資の変化の国民所

得への効果を分析することと同じ程度に，Positizreな分析である。しかも，こ

のような「分配」に関するPositiveな分析は，「公平な分配」に関するコンセ

ンサスを探求し，また形成するという現代的要請に応えるための基礎となる

ものである。

　ところで従来，分配論の中心は，とくに戦後，ポストケインジアンのマク

ロ分配論であった。けれども，「分配」の現代的意義を，それが「公平」とか

かわりあう点に求めるとすれば，分配論は，全体としての賃金と利潤への分

配ではなく，所得階層別・家計別・地域別等の分配を分析することが要請さ

れよう。本稿はこのような要請にも応えうるものであると思われる曾

　つぎに，われわれの分析と「市場と計画」との関連について付言する。近

年，「市場経済」に関する研究を通じて「市場の失敗」についての認識が深め

られ・市場に代る調整メカニズムが模索されつつある。同時に，ソ連・東欧

等の「計画経済」に関する研究によって，逆に「市場の有効性」が再認識さ

れつつある。その意味において現在，「市場の意義と限界」は再検討をせまら

れている。この問題に対する1つの接近方法は，「市場以外のメカニズムをも

含む経済モデル」を構築することである。市場における経済量の移動が「ギ

ブ・アンド・テイク」の原則に従うのに対し，公共部門にかかわる経済量の

移動は「一方的移転」を特徴とする。それゆえ，本稿の「公共部門を含む経

済モデル」は「市場以外のメカニズムをも含む経済モデル」の1例であり，

「市場と計画」の問題に対する1つのアプローチとして位置づけることもで

きよう。

　しかも，前述のように「公平な分配」に対する問題意識が高まるなかで，

その「市場による解決」が十全でないとの認識が一般的となり，公共政策に

②本稿においても全体としての賃金と利潤への分配を扱うことができる。以下のモデル・

　においてm＝2とし，第1家計を「賃金所得」，第2家計を「利潤所得」とすればよい。
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よる解決がますます期待されている。

　かくして，公共経済活動を国民経済的相互連関の中に位置づけ，その経済

的諸効果とくに分配への効果を分析しうる理論を構築することは，とりわけ，

諸効果が現実のデータによって計測しうるような形で展開することは，理論

上も実際上も，すぐれて現代的な課題である。本稿はこの課題に対する1つ

のアプローチとして提示するものである。

2　公共収支の「直接効果」と「間接効果」

公共経済活動は公共収支活動に限られるわけではない・たとえば独禁

政策のように，直接に数量を操作するのではなく，制度．の維持・改廃にかか

わる制度的経済活動もある。また，所与の制度のもとで直接に数量を操作す

る量的経済活動の中にも，たとえば公定歩合政策のように，直接には公共収

支にかかわらない経済活動もある。もとより，これら諸活動は相互に関連し

あい，具体的な公共経済活動はこれら諸活動の性質を併せもち，多面的な郷

面をもっている。しかしながら，これら公共経済活動の中でも，とりわけ公

共収支活動は最も重要であると思われる．というのは，公共収支活動は・歳

費の徴収と予算の執行を通じて，他の公共経済活動が有効に作用するための

条件を保証するものであり，かつまた，それは公共経済活動が単に政治的ス

ローガンとしてだけでなく実質的に志向するところを最も端的に示すメルク

マールでもある。その意味で，公共収支活動は公共経済活動の中心であると

いうことができる。

　さて，公共経済活動が人々に異なった影響を及ぼすこと、は，従来その中心

である公共収支の所得分配に与える効果として分析されてきた。それはとく

に租税および公共支出の鴻再分配効果という形をとることが多い曾けれど

③たとえばつぎのような文献がある。　．
　J．H．　Adler，　The　Fiscal　System，　the　Distribution◎f　Income　and　Public　Welfare，　in　K。　E．

P。。le，，d．舳♂師、細・4〃囲纏伽勘伽勉第1951・W・1・G皿1・・pi…Effect・f

P。bli、　E。p。ndit。・e・・n・th・1…m・Di・t・ib・ti・n・f　l…m・，　i・RA・M・・g・av…d・
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も，この研究分野に関する文献は必ずしも多くなく，なお開拓の余地が多い。

とりわけ公共支出効果に関する研究は，租税効果に関するそれに比べて乏し

い。そのうえ，公共収支を国民経済全体の中に位置づけ，国民経済的連関を

考慮して，その効果を分析しようとする研究は極めて少ない。それは，この

分野の分析が，理論経済学の成果と結合された形で展開されていないからで

あると考えられる。

　それゆえ本稿では，理論経済学の成果，とくにレオンチェフ的産業連関分

析とケインズ的所得連関分析の方法を援用して，まず公共収支を国民経済全

体の中に位置づけ，ついで公共収支の経済的諸効果を分析する曾

　本稿におけるように公共収支の効果を国民経済的連関の中で把握する方法

と，その連関を考慮しない従来の方法との相違は，「直接効果」と「間接効果」

の概念によって，つぎのように説明できよう。

　たとえば，所得税が家計の所得にどのような効果をもつかを問題にしてい

るとしよう。まず第1に所得税によって家計の可処分所得は変化する。これ

は家計に対する所得税の「直接効果」である。ところが，国民経済的連関を

考慮すれば，この可処分所得の変化は家計の支出を変化させ，それはさらに

生産物の需要を変化させることを通じて，産業の生産量を変化させるであろ

う。これは，家計に対する所得税の産業に対する「（第1次）間接効果」であ

る。そのうえ、この「（第1次）間接効果」は，付加価値を変化させ，したがっ

て家計の所得を変化させる。この所得の変化は，家計への所得税の家計に対

する「（第1次）間接効果」である。この家計に対する「（第1次）間接効果」

は，同様のプロセスを経て，産業への第2次間接効果をもたちし，この効果

　Ellsαys　in　Fiscat　Federalism，1965．　B　A．　Weisbrod，　Income　Redistribution　Effects　and

　Benefit－Cost　Analysis，　in　S．　B．　Chase，　ed．　Problems　in　Pubtic　Empenditure　A　nalysis，

　1968．なお包括的に解説したものとしてつぎの文献がある。大野吉輝『現代財政と所得

　再分配』東洋経済新報社，昭和48年。

④レオンチェフ的産業連関とケインズ的所得連関を結合した分析として，っぎのすぐれ

　た文献がある。宮沢健一『経済構造の連関分析』東洋経済新報社，昭和38年。われわれ

　は，産業連関と所得連関とを結合した国民経済的連関を，「官沢連関」ということにして

　いる。
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は家計への第2次間接効果をもたらす。このプロセスは無限につづく。国民

経済的連関を考慮しない場合には家計への「直接効果」だけで終ってしまう

が，それを考慮するならば，産業と家計の各々について，無限につづく「間

接効果」を分析することができる。

　同様に産業に対する課税も，国民経済的連関を考慮するならば，「直接効果」

だけでなく，その「前転・後転」を通じて，産業と家計に「間接効果」をも

たらす。とくに産業に対する課税の分配への効果は，「間接効果」を分析する

ことなしには，考察しえない。

　租税だけでなく，補助金や公共支出，さらに教育や道路のような公共的便

益の効果についても全く同様のことがいえる。

　かくして，以下では公共収支を国民経済的連関の中に位置づけることに

よって，その「直接効果」だけでなく，波及効果をも含む「直接間接効果」

を分析するであろう。

3　記号の定義

記号を次のように定める。

in＝（1，…，　1）

元＝

n次元単位ベクトル

ベクトルπ＝（π、，…，πn）の要素を対角要素とす

る対角行列

　＜部門別収支額（価値表示）＞

Xfゴ第ノ産業による第i産業生産物購入額

Vr5第ノ産業から第r家計への付加価値支払⑤

D」　第ノ産業の内部留保（減価償却分を含む）

Tゴ　第ブ産業の租税支払（産業への補助金を差し引く）＝第ノ産業の「産業

⑤これは賃金部分と利潤部分を含んでいる．必要なら瀦を区別して扱うことも可能で

ある．また，ζれは，家計からみれば，租税を支払うまえの「税込」所得である・
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　　　税」⑥
　　　　　　　　　　　　　　L
　Cir　ag　i産業生産物のうち第r家計購入分

　Sr　第r家計の貯蓄

　S　．民間部門の総貯蓄（＝ΣD’＋ΣSr）

　K　民間部門の総投資（＝ΣK，）

⑥これは法人税等の直接税と物品税等の間接税を含み，公共当局から産業への補助金を

　差し引いたものである。必要なら租税や補助金の種類に応じて分割することも可能であ

　る。注⑭参照。

⑦これは家計の支払う所得税，固定資産税等を含み，公共当局から家計への移転支出を

　差し引いたものである。必要なら租税や移転支出を分割することも可能である。注⑭参

　照。

⑧これは公務員の賃金や，公共当局が民間へ支払う地代等を含んでいる。
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T　公共収入総額（租税収入から産業への補助金と家計への移転支出を差

　　し引いたもの）（＝ΣT，＋ΣHr）

Z　公共支出総額（産業への補助金，家計への移転支出を含まない）⑨

〈価格および物量表示の投入産出＞

Pi第i産業生産物の価格，　P＝（P・，…，　Pn）

wr第r家計の労働1単位あたり付加価値⑱z〃．＝（w、，…，　Wm）

Pk「実質」貯蓄および「実質」投資1単位あたりの価格⑪

P。r第r家計の「消費者物価」，　P。ニ（P。・，…，　P。m）

ni　Piの変化率（＝dP，／Pi），π＝（Zl，…，　Zn）

ω・Wrの変化率（＝dWr／Wr），ωニ（ω、，…，ω㎜）

πkPhの変化率（＝dP，／Ph）

激ゴ第i産業生産物のうち第ブ産業への投入量（物量表示），（Xガ＝かX∫」）

L・」第r家計から第ブ産業への労働投入量（物量表示），（V，j＝w，L　，」）

Lru第r家計から公共部門への労働投入量（物量表示），（Ur＝w，L　，u　）　・

が5第ノ産業の「実質」内部留保曾（Dゴ＝飯が」）

己r第i産業生産物のうち第r家計購入分（物量表示），（CirニPiCi，）

9r第r家計の「実質」貯蓄⑱（Sr＝飯㌫）

瓦第i産業生産物のうち民間投資にむけられる部分（物量表示），

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’（K，・＝PiKi）

π　民間部門の「実質」総投資

瓦第i産業総産出（物量表示），（X，＝PiXi）

ア，第r家計の「実質」所得，9ニ（セ、，…，ア鴛）

Lr第r家計の総労働量（＝ΣL，」＋L，u）
　　　　　　　　　　　　　　ゴ
Nr第r家計の人員数

⑨T」とHrの中に補助金や移転支出を含まないように定義し直し，　zを補助金や移転

　支出を含むものとして扱うことも可能である。

⑩これは必ずしも賃金率ではない。注⑤を参照。

⑪⑫⑬　第7節のく内部留保係数〉についての説明を参照。
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〈諸係数〉

投入係数

付力ロ価値係数

内部留保係数

消費係数

貯蓄係数

民間投資配分係数Xi＝一

労働力・

家計人貝係数

産業税率

家計税率

第27巻第3・4号

　　xゴゴ
砺＝ ラr7・

　＿γ万
砺一 薔・

め一
気・

　　　Cir
αア＝ 「∬一・

c。＝Σc〃
　　ゴ
　　s。
s・＝一∬・

　　Kゴ
　　K　’

　　Lr
レ・＝ 瓦・

’・一 蓋・

－
　7》・

’ゴ・＝一マ’，

　　xゴ

　　　　Hr
「p　r＝

Σv，」＋u，’

　　」

．　　X∫，

砺＝ 万・

1万一 盆・

あ＝4，
　　苓
．　　α7
c∫・＝ 7▽7・

c＝（c、，…，Cm）

．　97
s・＝ 瓦，

．　＆
πゴ＝一ス＝，

　　K

ン＝ ［：ヨ

’＝・（ム，…，tn）

ガ＝（ti，　…　，　tn）

η＝ ［：ヨ

A＝＝〔oゴ，〕

vニω，ゴ〕

d・＝（d，，…，dn）

C＝〔c〃〕

s＝（Sl，…，　Sm）

x＝ ［1］

4　「公共経済の連関モデル」の2つのタイプ

　上述の記号を用いて，公共部門を含む国民経済の産業連関・所得連関モデ

ル，すなわち「公共経済の連関モデル」を構築しよう。本節の目的は，具体

的にモデルを展開するにさきだって，つぎの4点を明らかにすることである。
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　1．「公共経済の連関モデル」の基になる「公共経済連関表」には，「収支

　　表」と「真の投入産出表」の2つのタイプがあり，それに対応して，2

　　つのタイプの「公共経済の連関モデル」が考えられる。

　2．両タイプを比較することによって，もっぱら公共部門の存在に起因す

　　る「私的費用と社会的費用の乖離」を明らかにすることができる。

　3．この点からみるとき，公共部門の存在意義の1つは，私的部門とちがっ←

　　て，それが私的費用と社会的費用を乖離させる点にあることがわかる。

　4．この乖離を分析・計測するには，通常の産業連関表の他に，以下での

　　べる「真の投入産出表」を作成する必要がある。

　さて，国民経済の相互依存関係を示す連関表がつぎの2つのタイプのよう

に単純化して表わされているものとしよう曾

’第1衰　タイプ1（収支型連関表）

民　　　間　　　部　　　門

非　　　　投・　　　資 投
資

、

公
共
部
門

計

産業部門 家計部門

産
業
部
門

X、、……X1。
：　　　　　　　　：
：　　　　　　　　：
：　　　　　　　　　：

X。1……X。。

C、1・一・C1加
：　　　　　　　　　　：

：　　　　　　　　　　：

：　　　　　　　　　　：

C。1……C㈱

K1
…：Kπ

F1
…：Fπ

Xl
…：xπ

民
　間　部　門

非　　貯　　蓄

家
計部門

レh　・・…・硫。

i　iγ規、・・…・γ拠。

σ1

…：ση

箔
…：yπ

貯蓄 D1　……D。 s、……　s拠 s

公共蔀門 T1　……T。 H、　……H躍 T

計 x1……X。 y1－…・γ加 K z

⑭民間部門の貯蓄や投資，および公共部門は，行ないし列のベクトルで表わされている

　が，これを多部門化して行列で表示する場合にも，以下での分析フームワークを適用す

　ることができる。

　　なお第1表と第2表ではYrは税込所得である。
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纂2表　タイプ2（纂の投入産出型連関表）

民　　　間　　　部　　　門

非　　　　投　　　　資

公
共
部
門

計

産業部門 家計部門
投
資

非　　　貯　　　蓄 産
業
部
門

X9、……X9。

　：　　　　　　：
　：　　　　　　：
　：　　　　　　：

X晃1……X晃。

α、……α刎
：　　　　　　　　：
：　　　　　　　　：
：　　　　　　　　：

α1∴…・C窺π

κP

：…κ2

FP
…：瑠

x？

…：x9

民
　間　部　門

家計部門 昭……yl％
　：　　　　　　　：
　：　　　　　　　：
　：　　　　　　　　：

y嘉、……y遭。

研o

…：醐

KO
…：瑚

貯蓄 D？……D猛 5？……s揚 so

公共部門 G9……G島 Q？・・…・鵬 EO TO

計 X9……X9 箔゜……】醍 Ko zo

　タイプ1の連関表は家計部門を階層別に細分化した以外は基本的に通常の

産業連関表である。タイプ2の連関表は，タイプ1と比べて，公共部門の行

についてだけ，つぎの点で異なっている。

　タイプ1において，公共部門の行にあるT，とHrは他の行と異なる特

徴をもっている。たとえばXゴゴについていえば，第ブ産業が第i産業から

財・用役を受けとることに対して対価としてXヴだけの額を支払うことを意

味している。これに対してT，やHrは，公共部門から財・用役を受けとる

ことに対する対価ではない。すなわち，T」とHr以外のものは，「ギブ・アン

ド・テイク」という市場の原則に従う経済量の移動であるのに対し，T，とHr

は，この原則に従わない「一方的移転」による経済量の移動である。

　公共部門は財・用役を産出するために公共部門の列に示されたD，および

Urを投入するという点では他の部門と同様であるが，それによって産出さ

れた「公共部門の生産物」がタイプ1ではどこにも登場しない。そもそも，

教育や道路のような公共部門の財・用役の産出ないしその部門間配分は公共
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　　部門の行に登場すべきものである。そこで，その本来導入されるべき公共部

　　門の産出ないしその部門間配分をG9，Q9，　E°で示して，連関表を構成したの

　　がタイプ2である。たとえば公共部門の産出として道路用役を考えるならば，

　　G3，Q9，　E°は，それぞれ第ブ産業，第r家計，公共部門による道路用役の利

　　用を示している。

　　　したがって，タイプ1のT，およびH，は，公共部門の産出物の配分とはい

　　いがたく，産業部門および家計部門における投入ともいえず，単に公共部門

　　の収入であり，産業部門および家計部門の支出である。これに対してタイプ

　　2のG9，Q？，，　E・は，公共部門の真の産出配分であり，産業部門，家計部門お

　　よび公共部門における真の投入である。この意味において，タイプ1で表わ

　　される通常の産業連関表は「投入産出表」というよりは「支出収入表」ない

　　し「収支表」というべきものであり，タイプ2の連関表こそ「真の投木産出

　　表」といわれるべきものである。

　　　もとより，T」およびHr以外の要素といえども真の投入したがって真の

　　産出配分であるという保証はない。公害等のいわゆる「外部効果」がその1

　　つの原因である。しかしながら，ここでは公共部門の特徴を明示するために，

　　そのような私的部門だけでも生じうる外部効果は存在しないとし，それでも

＼　なお，公共部門の存在のゆえに生じる「真の投入産出と現実の支出収入との

　　乖離」すなわち「社会的費用と私的費用の乖離」を問題にしようとしている

　　のである。

　　　ここで，この乖離について，私的部門』に起因する乖離と，本節におけるよ

　　うな公共部門に起因する乖離との間の重要な相違を指摘しておかなくてはな

　　らない。前者の乖離は本来意図的なものではなく，結果として生ずるもので

　　ある。これに対して公共部門に起因する乖離は意図的なものであり，むしろ

　　この乖離は公共部門の存在理由の1つであるとさえいうことができる。

　　　公共部門に起因するこの乖離は，乖離を含まない真の投入産出表と乖離を

　　含む通常の連関表（収支表）を比較することによって求めることができる。

　　これは，公共当局の意図した乖離が現実にどのような効果をもつかを明らか
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にし，公共収支の効果を分析するのに資することになろう。

　もとより，タイプ2で示される真の投入産出表を作成するには多大の作業

量を必要とし，多くの理論的な困難を伴うのであろう。けれども，現在の日

本において，統計データの集積状況や分析能力が極めて高水準にあり，しか

も長足の進歩をとげつつあることかちすれば，それは必ずしも不可能ではな

い。「真の投入産出表」の重要性が理解され，公共機関等が努力を惜しまない

ならば，理論的に問題を残しつつも使用に耐えうる程度の「真の投入産出表」

は作成しうるように思われる。

　公共部門に起因する「私的費用と社会的費用の乖離」を分析するには，上

述の2つのタ！イブの「公共経済連関表」と，それぞれに対応する2つのタイ

プのモデルを構築しなくてはならない。しかしながら，タイプ2の「真の投

入産出型モデル」にかかわる問題は続稿にゆずり，本稿では，タイプ1の「収

支型モデル」に限定して，公共収支の経済的諸効果を分析・計測するための

方法を提示する。

5　公共経済の連関モデル

　通常の産業連関表である「収支型」連関表が第3表のように示されている

ものとしよう。これは，第1表の収支型連関表をつぎの点において変更した

ものである。第1表で公共部門の行にある「家計税」Hrが，第3表では符

号を変えて公共部門の列に移されている。これによって，第1表では家計所

得Y．が税込所得であったのに対し，第3表では可処分所得を表わすことに

なる。可処分所得を採用する理由は，それによって消費係数および貯蓄係数

の安定1生が高まると考えられるからである曾

　本稿は，すでにのべたように，レオンチェフ的産業連関のみならず，ケイ

⑮　もし税込所得を採用するなちば，家計税率の効果分析は，産業税率のそれと同じ形式

　をとるであろう。以下では可処分所得を採用しているので，両税率め効果は必ずしも同

　じ形式で表わされない。第7節参照。
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ンズ的所得連関をも含む国民経済的連関，すなわち「宮沢連関」を扱う。し

たがって，内生部門には産業部門はもとより家計部門等すべての民間部門が

含まれる。しかし公共部門については，その国民経済への効果を分析するた

めに，外生化しておぐことにしよう。

第3表　収支型連関表

民　　　間　　　部　　　門

非　　　　投　　　　資 投
資

公
共
部
門

計

産業部門 家計部門

産
業
部
門

Xll・・…・X、。

　：　　　　　　：
　：　　　　　　：　一
　：　　　　　　：

x。1……x。。

C、、……C1加

：　　　　　　　：

：　　　　　　　：

：　　　　　　　：

C。1……C翻

κ1

…：K箆

F1
…：Fη

X1
…：xπ

民
　間　部　門

非　　　貯　　　蓄

家計部門 γH・・…・y、。

：　　　　　　　：
：　　　　　　　：
：　　　　　　　：

γ胤・・…・γ郷。

σr私
　…　：

σπ一Hη

箔’i：y卿

貯蓄 Dl－・・P。 S、……S祝 s

公共部門 T、……T。

r／

HL＋…＋H鎚 T

計　．
X1……X。

y、・・…・y加 K z　．

　われわれのモデルを展開するために，まず産出配分バランスと投入構成バ

ランスを検討する。

　第3表に示されでいる「収支型」連関表の産出配分バランス（行バランス・

行和の条件）はつぎのように表わされる。

（1）

Xゴ1十Xi，十…十Xin十α1十α2十…十C伽十K，十瓦＝X，

　　　　　　　　　　　　．　　　　　　　　（ゴ・＝1，2，…，n）

γ。1十γ72十…十y7η十Ur－11r＝y7　（7＝1，2，…，〃z）

D、＋D，＋…＋D。＋S1＋S、一ト…＋S配＝S

T、＋T、＋…＋T。＋－H、＋H，＋…＋伍＝T
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　同様に投入構成バランス（列バランス，列和の条件）はつぎのように示さ

れる。

　　Xw十X2，十…十Xn」十γ1，十V25十…十Vm」十Dゴ十Tj＝X5

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ブ＝1，2，・・；，n）

（2）C・・＋C・・＋…＋C・・＋S・＝y・（7＝1，2，…，m）

　　K・＋K・＋…＋Kn＝K

　　F1＋凡＋…＋F。＋σ1＋σ2＋…十σ魏＝Z

　さきに定義した記号を用いれば，これらバランスはつぎのように行列形式

で表わすことができる。

（1’）

（2’）

、4x＋Cg＋k＋ノ＝x’

　　　　　　　　o
レ㌃十u－h＝9

dx十sg＝s

tx十imh＝T

inA十im　V十d十’＝in

inC十s＝im

励＝K
inf十imU＝z

　ここでlt

　　　　　　　　　　　々＝xK，　h＝ガ（Vx十u）

と仮定しよう。その第1式は各産業部門への民間投資が民間投資総額の一定

比率であることを示し，第2式は家計の支払う租税がその付加価値収入の一

定割合であることを意味している。この関係を（1’）（2’）へ代入して整理

すると次式をえる。



＼

公共経済の連関分析

㈹

［仁1壷引［1＝［｛］

（4）　　　T＝（t十ηV）．r十ηz6

（5）

｛簗鋼＝’”・

（6）　　　Zニ　inノ「十imU

（231）－57一

　以下でわれわれが展開しようとする公共経済の連関分析は，これら（3）～⑥

の諸式で示されるフレームワークに規定される。モデルを展開するにさき

だって，このフレームワークについて若干の論点を検討しておこう。

　（3）式左辺の諸係数は列和の条件（5）式をみたすものでなくてはならないが，

（3）式は公共支出ノとuを与えるとき，産出x，所得g，民間総貯蓄Sの未

知数に対して，同数の方程式をもっている。その場合，

　1．若干の条件を設定すれば，任意の非負（すべて0である場合を除く）

　　　の公共支出（f，u）≧0に対して，正の産出焔所得g，民間総貯蓄Sが

　　　一意に決定される。

さらに，これらの値を代入することによって（4）および（6）式から公共部門の総

収入Tと総支出Zが決定されるが，その場合，

　2．公共収支赤字分＝民間総貯蓄が民間総投資を超える超過分

であることがわかる。

　まず第1の論点について検討しよう。（3）の左辺の行列を∠とすれば，aは

係数A，V，　d，　C，　s，　x，ηに依存する。

　　　　∠1＝φ（A，V，　d，　C，8，　x，η〉
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ここで，
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＝

　

B－

［α》穂］

と定義すれば，

　　　　　　　　　　4＝拡1（1－B）

である。（5）を考慮するとBの列和について，

　　　　　inA十i挽（1一考i）γ十4＝in－（彦十η1／）　　　　｛

　　　　　inC十sニim

　　　　　inκ＝1

が成立する。

それゆえ，

　（条件1）行列Bは分解不能である，

　（条件2）すべてのノに対して，ち＋Σ　q，V，」≧0であり，しかも，ある
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　r
　　　　　　　ノに対して，ち＋Ση。砺＞0である，

　（条件3）　η＜im，

なる条件を設定すれば，つぎの命題が成立する曾

⑯　（条件1）は諸係数の性質からみて満たされるものと想定してよいであろう。（条件2）

　については，
”＋；・砺一（・T・＋：1・謝／x・・一（T」＋写Σ傷＋ET；　Vr」）／x・

Tノ：第ノ産業の租税支払一第ノ産業への補助金

Hr：第r家計の租税支払一第r家計への移転支出

b
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　　　「正方行列B＝〔bi」〕は分解不能な非負行列であり，．すべてのノに対

　　して事∂・・≦1・’（’，かつ・あるノに対して孝∂・’ぐ1である・］

　したがって，Brauer－Solowの定理により，

　　「Bの固有値の絶対値は1より小さい」

ことが導かれる。かくして，Frobeniusあ定理によ呼　　　、

　　　　　　　「（1－B）－1＞0である。j

さらに（条件3）より，1一ガ＞0であるから，

∠1－1＝（1－B）－1〃，＞0

となる。それゆえ，

゜

　　　　　　解川｛］〉°をもつ」・

ことがわかる。

　つぎに第2の論点を説明しよう。任意の公共支出fζzaに対して，公共支

出総額（補助金・移転支出を含まない）Zは（6）式で与えられる。他方，任意

の公共支出fとUに対して，上述のように産出Xが決定され，その産出に

　であるから，（条件2）の成立を想定することは許されるであろう。（条件3）は，

　　　　　　　　Hr＜Σv，」＋Ur
　　　　　　　　　　　ゴ
　であるから，家計の租税支払が付加価値収入より小さいことを意味し，これも妥当な条

　件である。したがって，（条件1，’2，3）は現実に照らして不自然なものではないと考

　えてよかろう。

⑰　古屋茂『行列と行列式』培風館，昭和40年，166頁，および二階堂副包『経済のため

　の線型数学』培風館，昭和38年，74，86頁参照。（1－B）は非負逆転可能であるから，

　（1－B）はHawkins　－Simonの条件をみたし，（1－B）一1＞0である。産業連関体系の

　解とその経済的含意についてはつぎの文献に詳しい。櫟本功「産業連関体係とFPtoben　iUS

　の定理」『政経論叢（広島大学）』第16巻第3号。
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対応して（4）式より公共総収入額（補助金・移転支出を差し引く）Tが決定さ

れる。ところで，第3表の連関表において，

　　　行和の合計ΣXi＋ΣY。＋S＋T＝＝列和の合計ΣX，＋ΣYr＋K＋Z

であるから，

　　　　　　　　　　　　　s十　T・　K＋z

すなわち，

　　　　　　　　　　　　　z－T＝s－K

である。公共収支が赤字（Z－T＞0）のとき，その赤字分は民間貯蓄が民間投

資を超過する部分によってちょうど補われることを意味している曾逆に，Z

－ T〈0のときは，公共資金の一部が民間投資として貸し付けられることを

示す。これら貸借にともなう利子支払は公共部門から家計への付加価値支払

Uの中に含まれる。

6　公共支出の効果

＼

　前節のモデルにもとついて公共収支の経済的諸効果を分析しよう。はじめ

に公共支出の効果を導出する。公共支出の効果は従来行なわれてきた産業連

関分析と全く同じ 墾で導かれる・公共支出（f・　u）を与えたとき・それに対

応する生産x，所得g，民間総貯蓄Sは，（3）より次式のように求められる。

（7）

［ヨ1写壷可任］＝a“’［ij

また公共支出の変化（df，　du）の効果（dτ，　dg，　dS）も同様に求められる。

㈲

⑱　具体的には，民間引き受け公債や郵便貯金などの形態をとる。
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　これより，公共支出の変化が各産業の生産や民間総貯蓄をいかに変化させ

るかがわかり，とくにdyによって，各家計（たとえば所得階層別家計）の所

得分配に与える効果を知ることができる。

　そのさい，aの依存する諸係数は通常の産業連関表を単に加工するだけで

求められ，これらの諸効果を現実のデータによって計測することが可能であ

る。

なお公共収支は（4）より，

d7噛＝（’一トη「し／）42じ十rpdu

である。これは，上述のように，はじめに与えた公共支出の変化の合計

dZ＝indf十imdu

にちょうど一致し，公共収支の均衡が維持される。

7　公共収入の効果一税率変化の効果一

　公共収入が産出，所得などの諸経済量へ及ぼす効果は，前節の公共支出分

析のように，単に行バランスを適用するだけでは導出することができない。『

また従来の産業連関論における価格分析のように，単に列バランスを用いる

だけでも導出することはできない。その両バランスをともに援用することに

よってはじめて公共収入の効果を導出することができる。この点は公共経済

の「収支型」連関モデルの特徴であり，以下で詳しく説明するであろう。

　このモデルにおいて公共収入を表わす戦略的係数は産業税率1と家計税率

ηである。したがって公共収入の効果はこれら税率の変化として分析するこ

とができる。

　税率の変化は各部門の費用関係を変化させる。それゆえ，税率を変化させ

る場合の分析はまず列バランス（5）を援用して諸係数の変化を考察し，しかる

のちに，行バランス（3）を用いることになる。その要点はっぎのとおりである。

税率の変化は，以下でのべる「実質係数」の不変性を仮定するとき・諸価格
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を変化させ，それはまた諸係数を変化させ，したがって生産や所得等を変化

させるというプロセスをたどる。

　以下では，つぎの手順で税率変化の経済的諸効果を導出する。はじめに，

税率の変化によって諸係数がどのように変化するかを考察する。その結果，

税率変化後の諸係数は価格変化率によって規定されることが明らかになる。

そこで，つぎに列和の条件を用いて，税率の変化が諸価格をいかに変化させ

るかを考察する。最後に，このようにして求めた税率変化後の諸係数に対し

て行和の条件を援用し，税率変化の諸経済量への効果を導出する。

　さて最初に，税率の変化によって諸係数がどのように変化するかを考察し

よう。以下では，税率を変化させたのちの諸量は＊印をつけて表わすことに

する。

　産業税率i（生産物1単位あたりの産業税）および家計税率η（付加価値

収入1単位あたりの家計税）を，それぞれd『および吻だけ変化させて，

　　　　　　t＊＝’十dt，　　η＊＝η十4η

にしたとしよう。その結果，諸価格ρゴ，Wr，　Pkが，それぞれdP」，　dw。，

dP，だけ変化して，

　　　　　　　ρ｝一鱒・一ρ・（1＋Ad　　P」）一ρ・（・＋π・）

　　　　　　　wl－Wr＋dab・　＝＝　Wr（　　dW　r1十　　Wr）－Wr（・＋ωr）

　　　　　　　ρ夷一　Ph＋dP・－Ph（　　dP，1十　　Ph）－Pk（・＋Zh）　／

になるものとする。その結果，諸係数はつぎのように変化する。

〈投入係数〉

定義より，

　　膨 砺一 砦一畿一務偽

a：」一欝一難一誓備
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ここで「実質」投入係数は不変であると仮定すれば，すなわち1

　　　　　　　　　　　　＝＊　　　　　ゆ　　　　　　　　　　　　αゴ」＝：αゴゴ　　　ー　　　　　　　　　　　　　　　　　、

とすれば，税率の変化によって投入係数砺は次式の協に変化する。

　　　　　　協一蕃砺一a車舞i艶・一｝驚αη

これを行列形式で表わせば，

　　　　　　　　　　　A＊・＝（1十元）A（1十it）－1

である。

　ところで「実質」投入係数は，たとえば鉄1単位あたりに石油何単位投入

したかを示すものであるから，一種の「技術係数」である。それゆえこれを

不変と仮定することはさしあたり許されてよv・であろう9　　　i

　〈付加価値係数〉

　同様にして，「実質」付加価値係数（労働係数）を不変とすれば，すなわち，

　　　　　　　　　　　　　　　蕩＝砺

ならば，付加価値係数砺は次式のρちに変化する。

瘍一欝一殼｝一㌘ち一罪砺一結き紹劣砺一㍑∫砺

これを行列表示すれば，

　　　　　　　　　　　　　V＊二（1十d｝）V（1十it）－1’

で議付加価購は，たとえ1ま辮位あたりに第塚計の労働を何単

位（人数・労働時間など）投入したか鳶示す係数である。

　〈内部留保係数〉

　　「実質」内部留保係数を不変と仮定すれば，すなわち，

　　　　　　　　　　　　　　の＝d，

⑲各産業蔀門は何個かの業種を統合したものであるから，この「技術係数」は業種の構

　成，すなわちプロダクト・ミックスにも依存する。
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なちば，同様にして，内部留保係数ベクトルdは，

　　　　　　　　　　d＊＝（1Lトπh）d（1＋元）一・

に変化することがわかる。

　ここで，「実質」内部留保の概念について若干の説明が必要であろう。内部

留保Dゴは産業連関表に示されている金額であり，「実質」内部留保は説明の

ための概念である。その「価格」飯は，ちょうど国民所得を「実質」国民所

得になおすさいに用いられるデフレーターめように，一種の擬似価格であり，

「実質」内部留保δゴは「実質」国民所得と同様の概念である。やがてわかる

ように，価格変化率の導出，したがって税率変化の効果の計測には，これら価

格，「実質」内部留保，および「実質」内部留保係数を求める必要は全くない。

　〈消費係数〉

　可処分所得Yrはつぎのように表わされる。

　　　　　　　　　　Y・＝（1一ηr）（ΣV，」＋Ur）

　　　　　　　　　　　　　　　　　r
　　　　　　　　　　　＝（1一η7）zo　7L　7

　　　　　　　　　　　＝（1－rp　r）z〃アレr2＞r

ゆえに消費係数は

　　　　　　　　　Cir　　　　　　　　　　　　　　Pi　Ci．　　　　　　　　　Pi　　　＿
　　　　　　C’「＝了一＝（1一η。）・rW・，1＞。＝（1一η，）。陥c〃

　　　　　　c》一」鋒一（　　　ρ7α。　　　　　ρ奮1一η芦）レrZ｛ノ雰1＞｝＊　　　（1－一η雰）珊雰蕗

である。ここで「実質」消費係数（家計構成員1人あたりの各生産物の消費

量）を不変とすれば，すなわち，

　　　　　　　　　　　　r＊　　　　　－．r　　　　　　　　　　　　Clr＝　Cir

ならば，消費係数Cirは税率の変化によってつぎのc言rに変化する。

c：r－
（　　　ρ言　一　　　（1＋π∂ρ、1一η妻）。。麟゜’「＝（レη。）。。（1＋ω．）Wr・｝≡ll乙・

　　＿　　　　（ユ十π∂（1一η7）
　　一（1＋（v・r）（1一η。一吻。）c’「

サ
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これを行列形式で表わせば，

　　　　　　C＊＝（1十π）C（1十δ）－i（1一ガ）（1一ガー4η）－1

である。

　〈貯蓄係数〉

　「実質」貯蓄係数を不変とすれば，すなわち，

　　　　　　　　＼　　　　　　　　　r＊　　　－
　　　　　　　　　　　　　Sr＝Sr

ならば，貯蓄係数ベクトルsは，

　　　　8・＝（1＋πk）s（1＋di）－1（1一ガ）（1一ガー吻）－1

に変化する。

　〈投資配分係数〉

　同様に，「実質」投資配分係数を不変とすれば，すなわち，

　　　　　　　　　　　　　t＊　　　　　　　　　　　　　　　　　　　κf＝Xi

ならば，投資配分係数ベクトルxは

　　　　　　　　x“　＝（1＋it）x（1＋πh）－1

に変化する。

（239）－65一

　「実質」貯蓄，「実質」投資およびそめ「価格」については，「実質」内部留

保についてのべたことが，そのまま妥当する。　　　、

　以上の結果はつぎのようにまとめられる。

　「税率∫およびηを

　　　　　　i→｝＊＝｝十4云，　　η→η＊＝η十4η

のように変化させるとき，諸価格が

　　　　　　　　P→P＊＝P（1十元）

　　　　　　　　w→w＊＝w（1十db）

　　　　　　　　Ph→ρ糞＝Pk（1＋πk）

のように変化するものとする。このとき「実質係数」が不変であるとすれば，
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諸係数は

（9）

∠4－→A＊＝（1十π）A（1十元）－1

γ一→V＊＝（1十di）V（1十元）－1

d－→d＊＝（1十π々）d（1十元）－1

C－一→C＊ニ（1十元）C（1十あ）－1（1一ラ）（1一ガー吻）－1

s－→s＊ニ（1＋rr・　）s（1＋di）　1（1一ラ）（1一ラー吻）一’

κ「→〆＝（1十元）x（1十πの｝1

のように変化する。」

　ここで，諸係数の行列と価格変化率のベクトル等をつぎのように定義する。

4－

17＝（π，ω，πh）

i」・一

［：一，
群一

［：i－il・　：］

このとき，（9）式で示される諸係数の変化は，」4から次式の．」・・9f＊への変化とし

て，行列形式で表わすことができる。

㈲”・一

一

「1元1＋di∴］［lll］卜引
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x

［1　・一・・　ll’［∵…訂

＝
（1十fi）」4カ，ガデ｝1（1十万）－1

　（9）ないし（1①式から明らかなように，税率を変化させたのちの新しい諸係数

（A＊～κ＊）を求めるためには，税率の変化による諸価格の変化率（π，ω，nh）

を求めなくてはならない。つぎに，この価格変化率を求めよう。

　列和の条件（5）は，さきの定義にしたがって，次式のように書きかえること

ができる。

　　　　（5t）に露纏二≦・

ここでs’v

P＝（P，w，　Pk）

a＝

と定義すれば，（5’）はつぎのように行タll形式で示される。

　（5”）　　1）∠1＝　（t，　0，　0）

これより，「実質係数」（π，L，∂，δ，5，2）と労働力・家計人員係数レを一

定とするとき，税率の変化（dt，吻）より生じる価格の変化dP＝（dP，　dw，

dP，）は次式のように表わすことができる。

但）
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すなわち，

（11’）dpa　＝（4’∵ゆ吻，0）

ところで，（5’）ないし（5”）は，現実の連関表よりえられるものであるから，

　　　　　　　　　　　ljl　，FO

と考えてよい。ゆえに（11’）より，

　（12）　　　dl）　＝　　（　dt，　wiフ4η，　　0　）∠1－1

ここで，価格変化率flは，

　　　　　　　　　　　17＝dP・P－1

であるから，（12）より，

　（13）　　　17＝　　dl）・」P－1

　　　：＝・（dt，　zσ〃4η，　0）∠1一il）｝1

　　　＝（di，2〃ρφ7，0）戸一1・Pj－1戸一1

　　　＝（dt・ρ一1，吻・P，0）・戸オー115－1

ここで，

　　　　∠1＝pa－ip1

とおくと，

∠1－i＝P∠IP－1

ニ
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　　　　　＝r選1［：・一・i」1

　　　　　＝（1－」4）ラ∬P∬

　　∴　∠＝ρZ1り71（1－、4）－1

　これを㈹へ代入して，

　　　　　17＝　（dt・」ρ一1，　4η・P，　0）iフiii｝ii（1－．タ4）一1

　　　　　　＝（dl・」う一1，4η，0）ili1（1－」4）－1

　をえる。ここで，

　　　　a・　一にll監：：引

　とおくと，

　　　　　　　∠牙Lilii（1－4）一・

であるから，価格変化率は次式で示される。

．

　　　　　（14）　　　1コr　＝　　（　ごii「・i｝－1，　　dフ7．，　　0　）　づラ」二1（1－」4　）－1

　　　　　：＝：（4」・」う一1，　4η，　0）∠1牙1

　　　　　＝（d’・－b－i，　di」，°）に飾

（243）－69一

゜］［一］

　　　　　　　　　　　　　　　　　lll芝：：可

　ゆえに，税率を変化させるまえの諸係数（A，V，　d，　C，　s，　x），家計税率η，

および生産物価格pが与えられるならば，税率の変化（di，吻）による諸価’

格の変化率ll　＝＝（π，ω，πゐ）は，それら税率の変化の線型関数として，導出さ

れる。

　ところで，生産物の価格を1とするように生産物の単位が選定されている



一
70－（244） 第27巻第3・4号

ものとすれば，すなわち，生産物についてdollar’s　worthが採用されている

ならば，

　　　　　　　　　　　　　　b－’＝1

であるから，（14）は次式のように表わされる。

側π＝（4ガ，吻，0） にll讐1：：可

このとき，価格変化率は，「実質係数」，実質量，および諸価格を用いること

なく，諸係数と家計税率によって導出することが可能であり，しかも，その

諸係数と家計税率は，税率を変化させるまえの現存の産業連関表を単に加工

するだけで求めることができる。

　このようにして求めた価格変化率（14）ないし（14’）を（9）ないし（1①へ代入するこ

とによって，税率を変化させたのちの新しい諸係数A＊を導出することがで

　　　β
きる。

　そのさい，この新しい諸係数を現存のデータから計測しうる点に注意すべ

きである。（1①より，」がは17，」4，η，ザによって決定される。そのうちll

は，（14’）より，4，η，4る4ηに依存する。ゆえに，”＊は4，η，dt，吻

によって決定される。ここで」4とηは，上述のように，現存の連関表を単に

加工することによってえられる。したがって生産物につy・てdollar’s　worth

を採用するとき，税率変化にともなう新しい諸係数は現存データから計測す

ることが可能である。

　以上われわれは，「実質係数」の不変性を仮定したうえで，税率の変化によ

る諸価格の変化を導き，その価格変化を媒介として，税率の変化によって連

関表の諸係数がいかに変化するかを導出した。もとより，これらが変化する

ことによって産業の産出のみならず，各階層の所得および貯蓄もまた当然変

化し，新しい税率に適応するはずである。いまや，われわれは，新しい税率

に対してそれら諸経済量がいかに適応するか，すなわち税率変化の諸効果を
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導出することができる。

　税率を変化させたのちの新しい産出〆，所得ガ，民間総貯蓄S＊は，その

税率の変化にもとつく新しい諸係数」4＊のもとに，さきの行和の条件（3）をみ

たさなくてはならない。すなわち次式が成立しなければならない。

（3）“

［筆曝引［1］＝［｛］

この左辺にある行列をa＊とすると，

∠「ホ＝φ（ノ4＊，γ＊乳d＊，C＊，　s＊，κ零，η＊）

である。ゆえに，公共支出ノとuを一定としたままで，税率を

’一一：→　’＊＝’十dl，　　η一一一ラ　η＊＝η十4η

に変化させるとき，諸変数は

［ヨーa－i［｛HIH｛］

のように変化することがわかる。

　かくして，税率を変化させたときに諸変数に及ぼす効果（dx＊，　dg＊，　dS＊）

は次式によって求められる。

㈲

憶／－［IHヨー，・・一・－a“）・［｛］

　この効果が導出されるプロセスぽっぎのようにまとめて図示することがで

きる。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ノ，u）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（η，吻）

　この図から明らかなように，税率の変化の効果は，結局のところ，係数A，

V，d，　C，　s，　x，税率fとη，外生変数である公共支出fとu，および税率

の変化diと4η，より求めることができる。このうち係数は現存の産業連関表

を加工することによって求めることができ，税率，公共支出および税率の変

化はすべて政策変数である。それゆえ，税率変化の効果は，単に理論上求め

うるのみならず，現実のデータから計測することが可能である。

　以上の結果より，税率の変化にともなう各経済量の変化率および「実質」

変化率を導出することができる。

　まず，（名目）変化率は，

　　　　　　　　［1ρll陰／

である。

　つぎに，「実質」産出は，

　　　　　　　　澄一馨一か（x才1十πゴ）

である。これを行列形式で表わすと，

　　　　　　　　オ＊＝＝う一1（1＋元）』1x＊
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であるが，初期の生産物価格がdollar’s　worthであるとすれば，

　　　　　　　　　nf＊＝（1十元）－lx＊

となる響また，「実質」産出の成長率は，

　　弩多一砦熟・一ρ71（去堵）－1Xナー・一（，－Stl：v，）X＝・

であワ，これは行列形式で次式のように示される。

　　　　　　f1（剛＊噂」じ一∬）＝（1十元）－ix－1hr＊－in　　　　　’

同様に，「実質」民間総貯蓄とその変化率は次式で表わされる。

　　　　　　’一乎一Ph（各πの

　　　　　　　　　s書一s－（ls＊1十πh）sτ1

　ところで，「実質」所得を求めるには，その「価格」ないしデフレーターを

求めなくてはならない。ここでは，デフレーターとして「消費者物価」p。を

採用し，第r家計の消費者物価Pcrを次式のように定義する。

　　　　　　　　　　　　　Pcr－￥ぎぎ、。ρ・

そうすれば，

　　　　　　　　　　ρ・・一寧ぎ農。ρ・一孚警ρ・

　　　　　　　　　　　　　ホ　　　　　　　　　　　　＊　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－
　　　　　　　　Pさr＝Σ警ρず＝Σ誓ρf（1＋πi）　　　　　　’
　　　　　　　　　　　　i　Ci　　　　　i　　　　　　　　　　　　　　　　　　　c7

であり，これを行列形式で示すと，

⑳ここにいう「実質」量を求めるにば初期価格が既知でなくてはならない。しかし「実

　質」量の変化率を求めるには，初期価格を必要としない。この点は「実質」民間総貯蓄
“

についても同様に妥当するが，以下で示すように，「実質」所得については妥当しない。す

　なわち，「実質」所得は，その「実質」量についてのみならず，その変化率についても，

　計測にさいして生産物の初期価格を必要とする。
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　　　　　　　　　Pc＝PC∂－1

　　　　　　　　」）さ　＝（in十π）PC＊　a＊－1

となる。初期の生産物価格がdollar’s　worthであるとすれば，

　　　　　　　　　　　Pc＝Zn

　　　　　　　　　　P：＝（zπ十π）C零∂串一1

である。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・

　したがって，「実質」所得oは，

　　　　　　　　　　　　0ニPE19

　　　　　　　　　　　　ガ＝髭一1ガ

で示される。また，第r家計の「実質」所得の変化率は，　　　　　　　　／

　　　　　　　　　ア’；Z＝ρさ71yノ＿1

　　　　　　　　　　Yr　　ρ湯y。

で表わされ，初期の生産物価格をdollOr’s　worthとすれば，

　　　　　　　7＿＊＿「ヴ＿　　　　　　　n1　v，　　　　　　、

　　　　　　　ヤナ＝Σc言。（1十πi）Yr－1

　　　　　　　　　　　　　i
である。これらを行列形式で表わすと，

　　　　　『－1（＝＊　－y－9）＝ρ皿1ラ。髭一1ガーim

で示され，初期の生産物価格がdollar’s　worthならば，

　　　　　　9－i（＝＊　　y－9）＝『1うさ一19“　一　im

によって，「実質」所得の変化率を導出することができる。

　さらに，税率の変化によって各生産物の価格は異なった影響をうけるので～

各家計の消費に与える税率変化の効果も一様ではないはずである。そこで，

税率を変化させる以前と同量の（実物）消費量を維持するためには，各家計

が何倍の消費支出額を必要とするかを導出しよう・第r家計のはじめの消費

量は，

　　　　　　　　　　　（C17，　C2r，…，　Cnr）
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であるから，消費支出額は，

　　　　　　　　　　　Σ　PiCir＝ΣCir
　　　　　　　　　　　　i　　　　　　　　　　i

である。つぎに，税率の変化したのちも以前と同量の消費量

　　　　　　　　　　（Cir，　C2r，…，　Cnr）

を維持しようとするならば，

　　　　　写ρ7δ・・一寧ρ・（・＋πi）α・＝孚（1＋πi）α・

の消費支出額が必要である。したがって，第r家計の消費支出額は，

　　　　墨1；£1一写（・＋・・i）轟一孚（・＋Zi）K弩・

　　　　i

　　　　　　　　＝翠（1＋πi）1警sr

倍になることがわかる。これを行列形式で示すと，

　　　　　　　　　（in十π）C（1－5）－1

である。

　以上，われわれは税率の変化に伴う諸効果を種々の形で導出した。最後に

つぎの点に注意すべきである。われわれは，モデルの含意を説明するために

価格，価格変化率，実質量，「実質係数」など「説明のための諸量」を用いた

けれども，税率を変化させた場合の効果を求めるには，㈲からわかるように，

最終的にはこれらの概念を必要としない。それはこのモデルの大きなメリッ

トである．と考えられる。というのは，税率変化の効果を導くにあたって，も

しこれら「説明のための諸量」が不可欠であるとすれば，たとえ税率の効果

を表わす数式が理論上求められたとしても，その効果を現実のデータによっ

て計測することは極めて困難となるであろう。けだし，上述の「説明のため

の諸量」は，いずれも統計データとして把握するのが困難であると考えられ

るからである。
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8　数値例

　本節では，前節の税率変化の効果を，n＝3，　m＝2の場合について数値

例で示す。

　連関表から得られた諸係数がつぎのようなものであるとしよう曾

⑳A・，γ，d，’1キ行政管理庁他『昭和45年産業連関表，総合解説編』の13部門表を

　3部門表に集計して作成した。産業部門は第1次・第2次・第3次産業に3分し，家計

　部門は雇用者所得と営業余剰に2分し，民間貯蓄は資本減粍引当と家計外消費支出の合

　計とした。なお，第1次産業については，補助金が間接税を越えるので，ti＜0となっ

　ている。

　Cとεに次のようにして求めた。まず雇用者所得からの貯蓄率を0．15，営業余剰所得か

　らの貯蓄率を0．25と仮定した。つぎに，上述の連関表から，民間消費支出の第1・2・

　3次産業への支出割合を求めると，

　　第1次産業　0．05

　　第2次産業　0．35

　　第3次産業　0．60

　である。これを参考にして，雇用者所得および営業余剰所得からの消費支出の割合をつ

　ぎのように仮定した。

雇用者所得からの消費支出割合 営業余剰所得からの消費支出割合

第1次産業 0．10 0．05

第2次産業 0．40 0．30

第3次産業 0．50 0．65

この消費支出割合と上埠の貯蓄性向についてap仮定より，　Cとsを導出した。

最後に，上述の連関表より，国内総本形成の第1・2・3次産業別構成を求めると，

　第1次産業　0．004

　第2次産業　0．927

　第3次産業　0．069

である。これを参考にしてx＝（0．01，0．9α0．09）と仮定した。

本来，Cおよびsは，総理府統計局『家計調査年報』，’『全国消費実態調査報告』等から

作成されるべきものである。
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’このとき，∠はつぎのように表わされる。

A＝
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一　　冒　▼　　，　　冒　　一　　冒　　，　　一　　，　一　　一　　一　　一　　一　　一　　璽　曹　曹　　一　　圏　　曹　徊　　．　　冒　　．　　一　　馴　　，　　囲　　，　　一　　響　響　　r　　一　　冒　　一　一　早　　幽　　一　一　　一　　一　　曹　酬●　　曹　o　　r　　■　　，　曹　　■　　曾　噸　　冒　扁　　一　　一　　”　　，　　一　　一　　r　一　曹　　一　　璽　璽　　一　　一　　冒　　璽　‘　　．　　冒　　．　　9　　冒　　．　　冒　　．　　耀　　冒　　一　ド　雫　　胃　　，　一　　響　甲　　一　　一　　幽　　璽

　0．871950

－ O，175987

－ 0．061080

－ 0．085850

－ 0．470507

－ 0．092176

一〇．057623

　0．528917

－ 0．136647

－ O．143553

　　l

－ 0．105684

－ 0．058577

一〇．005010

－ 0．147997

　0．835158

－ 0．299823

－ 0．244920

－ 0．111109

i－－O，0850

i－0．3400

i－0．4250

i1．052632

1　　　0．

A

i－0．1500

一〇．0375

層一 〇．2250

－
0’
．4875

　　　　　　0．

1●111111

－ 0．2500

i－0．01

i－0．90

i－0．09

i　O．

i　O．

i　1．

これより，∠　1はつぎのように求められる。

∠－i＝

一　・　　一　　一　　幽　　曹　　曹　　，　　，　　一　　”　　P　　9　　一　　冒　　，　　冒　　，　　曹　，　一　　，　　一　　一　　，　　嘘　一　　幽　　一　　・　　一　　，　　”　　闇　　，　　一　　璽　　一　　一　　騨　　一　　｝　　，　層　　一　’　一　　一　　幽　　一　　一　　一　炉　　一　　冒　　嘘　　■　　藺　　■　，　響　曹　r　　’　　冒　　｝　　冒　　一　　一　　一　　幽　　一　　一　　一　　一　　曹　　冒　　卿　留　o　　帰　　．　　’　一　　一　　響　、　冒　　冒　一　　冒　　甲　　一　　一　　曹　曹　　一　　一　．　　曹　o　　，

曹　　一　　喩　　，　　璽　雪　　贈　　冒　　，　糟　，　　一　　，　一　　一　　一　　一　一　　一　・　　幽　　璽　・　　．　o　　o　　．　　r　曹　　層　　冒　　圏　　r　　，　響　一　　，　臨　一　　一　　璽　一　　一　　一　一　　冒　　■　　一　　■　　一　　曹　　”　F　　－　　一　冒　　一　　響　　一　一　｝　一　　一　　一　一　　，　　－　　o　　，　　．　　「　　一　　．　一　一　　一　　「　　胃　　冒　　冒　　一　　甲　一　一　　一　，　　¶　一　曹　　，　　一　　■　　曹　ρ　　，　　冒　　璽　一　，　　冒　　冒　　一

　2．451584

11，290745

　6。145310

　3．490102

　3．466666

　2．960331

　1．361522

12．396507

　6．020568

　3．516467

　3．082751

　2．818743

　1．28255乞

10．934842

　7．056381

　3．605724－

　3．138606

　2．868284

i　1．350125

i11．076928

i6．1612S7
ぴ　　　　　　　　　　

i14．325661

；2．983431

i　2．852580

　　さて，税率を変化させたのちの新しい諸係数（A“’一一x“）

まず，価格変化率を規定する行列∠。とその逆行列aii、

　1．228362　　i1．365316
　　　　　　　　　　…

10．446125　　i12．253901
　　　　　　　　　　…

　5．898430　　i6．115041

　3．204835　　i3．524237
　　　　　　　　　　…

3・713928i3・・91619

　2．789699　　13．824618
　　　　　　　　　　…

　　　　　　　　　　　を求めるために，

　　　　　　　　　を導出しよう。

、
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∠7π　＝　　　　0．8719E｝O　　－0，057623　　－0．005010　　i－O．080750　　－0．033750　　i－0．01

　　　－0．175987　　　　0．528917　　－0．147997　　i－0．323000　　　－0．202500　　Li－0．90

　　　－0．061080　　　－0．136647　　　　0．835158　　i－0．403750　　－O．438750　　i－0．09

　　　－0．085850　　－0，143553　　－0．299823　　i　　　　　O．95　　　　　　　　　0．　　1　　　0．

　　　－0．470507　　－0．105684　　－0．244920　　1　　　　　0．　　　　　　　　　0．90　　i　　　O．

　　　－0．092176　　　－0．058577　　　－0．111109　　i－0．142500　　　－0．225000　　i　　　1．

∠lii：＝　　4．145347　　2．933285　　2．886851　i3．017770　　2．958088　i2．941232

　　　25．518843　　25．59’36Z）1　　24．404761　　i25．065849　　24．984320　　i25．485899

　　　14．138706　　13．433302　　14．622274　　i14．015697　　14．067904　　i13．547387

　　　8．692927　　　8．372063　　　8．563468　　i9，536388　　　8．482521　　18．392513

　　　9．011344　　　8．194511　　　8．354193　　18．335196　　　9．419739　　i8．217065

　　　6．714147　　　6．298916　　　6．420307　　i6．538070　　　6．627439　　i　7．314005

　行列∠憂1の要素，たとえば第1行第2列の要素2．933285は，第1次産業の

税率を0．01だけ増加させるとき，第2次産業の生産物価格が2．933285×0．01

だけ増加することを意味する。同様に，第4行第3列の要素8．563468は，雇

用者所得への税率を0．01だけ増加させるとき，第3次産業の生産物価格が

8．563468×0．01だけ増加することを示す。

　ここで，はじめの諸係数について，生産物価格は40伽酌worthで表わされ

ているもあとしよう曾このとき，産業税率および家計税率を，

　　　　　4」：＝　（0．000683，0．002683，0．003945）

　　　　　dη　＝　（0．0025，0．0100）

だけ変化させるものとする響それに対する価格変化率は，

　　17＝（π，ω，π、）＝（dt，吻，0）ai1

　　　＝・（0．238920，0．226540，0．230086，　0．231798，0．239954，0．226984）

である。

⑳このときt＝tである。’
⑳これは，第1・2・3次産業，雇用者所得，営業余剰所得の税率を，はじめに与えた

　ものに比べて，それぞれ5％，10％，15％，5％，10％だけ増加させることを意味する。
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この価格変化に応じて，新しい諸係数は次式で示される曾

0．128050

0．174228

0．060645

0．085357

0．470900

0．091288

＝
（1十か）」4カ∬ザー1（1十π）－1

0．058204　　0．005046　　iO．085717　　0．037890　　iO．010097

0．471083　　0．147570　　iO．339442　　q．225067　　iO．899675

0．137042　　0．164842　　iO．425529　　0．489055　　iO．090228

0．144168　　0．300240　　iO．000000　　0．000000　　iO．OOOOOO

O．106840　　0．246885　　iO．000000　　0．000000　　iO．000000

0．058598　　0．110829　　iO．149808　　0．250165　　iO．OOOOOp

（253）－79一

⑳4＊の列和と（1一列和）はつぎのように示されう。

　列　和：1．0104680。9759350．975412　1．000496　1．0021771．000000
　1一列和：－0．010468　0．024065　0．024588－0　．　OOO496　－0．002177　0．000000

　ゆえに，
　　　　　　　　　t＊　＝（－O．010468，0．024065，0．024588）

　である。ところで、

　　　　’　湾一｛鍔＝瀞一暴ρ歩一棚一肋（・＋・’）

　であるが，いまP」　＝1であるから・

　　　　　　　　　躍＝’ナ（1＋π」）

　である。これに，さきに求めたt“とπを代入すると，　　　　　　　・

　　　　　　’　i“　＝（－0．012969，0．029517，0．030245）

　となる。他方，t”の定義より，

　　　　　　　　　’＊＝f十dt
　であるから，この右辺に，はじあに与えたfと4」を代入すると，

　　　　　　　　　磨　＝　（－0，012967，0．029516，0．030244）

　となる。
　　以上より，計算上求められるt”と定義から求められる磨の誤差は極めて小さいことが

　わかる。
　　なお，C・と、・の列和は臓より1でなくてはならないが・計算上は（1・OOO496・

　1．002　177）となり，誤差がある。x＊には誤差がみられない。
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したがって

a＊

，　　　・

1－4＊

－ v＊

一一
　d＊

　　一C＊

（1一が）－1
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一一
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－
0．246885i

－
0．11082gi

　　　　　　　　　　l

一〇．085717

－ O，339442

－ 0．425529

　　1．055409

　　　　　　　0．

－ 0．149808

．－ O，037890

－ 0．225067

－ 0．489055

　　　　　　　0．

　　1．123596

－ 0．250165

一〇．010097

－ 0．899675

－ O．090228

　　　　　　　0、．

　　　　　　／

　　　　　　　0．

　　　　　　　1，

であり，

∠＊－1＝ 　2．451577

11．177923

　6．101497

　3．460906

3．430998

2．931818

　1．375253

12．396475

　6．037962

　3．522237

3．081818

2．819761

　1．291749

10．903269

7．056359

3．601224

3．128606

2．．861044

i　1．357919

i11．029593

i6．152700

i4．314261

i2．969792

i　2．841423

　1　●227333

10●333130

5．851499

　3．175379

3．672656

2，760529

i　1．378587

i12．249445

i6．130492

i3．528746

i3．089565’

i3．824618

がえられる。ゆえに，税率を変化させたのちの新たな産出，所得，民間総貯

蓄は，与えられた公共支出に対して，次式によって求めることができる。

9＊

9“

s＊

＝a＊－1 f

O

また，

／

ら
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a＊－1－∠－1

一
〇．000007　　　　　0．013731　　　　0．009197　　i　O．007794　　　－0．001029　　i　O．013271

－
0。112822　　－O．000032　　－0．031573　　i－0．047335　　－0．112995　　i－0．004456

－
0．043813　　　　0．Ol7394　　－0．000022　　i－0．008587　　－0，046931　　i　O．015451

－
0．029196　　　　0．005770　　－0．004500　　i－0．Ol1400　　－0．029456　　i　O．004509

－
0．035668－・．…933－・．・1・…i－・．Ol3639－…41272　i－0・002・54

－
0．028513　　　　0．001018　　　－O．007240　　1－0．Ol1157　　　－0．029170　　i　O．000000

／

であるから，たとえば公共支出を，

f＝ （i）’ u＝ （1）

とするとき，さきの税率変化によって，産出，所得および民間総貯蓄は，

［ll／＝，a““’－a’””　［　i’／ニ 0．Q29686

－ 0．304757

－ 0．081959

－ 0．068782

－ O．101512

－ 0．075062

だけ変化する。したがって，それらの変化率は，

である。

0．003868

－ 0．005428

－ 0，002620

－ 0．003791

－ 0，006195

－ 0．005253

　他方，「実質」産出，「実質」民間総貯蓄，および，それらの変化率は次式

のように導かれる。
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x“　＝＝　P“’（1＋　’t）“ix＊＝ ［liliiiiii］

x”（x’－x）　＝　（1＋　’t）“’x”x’一”　＝ にll灘i1

s＊＝
s＊

　　　Ph（1十πh）

s＊－s　　　　s＊

＝11．58497177㊧
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　最後に，「実質」所得とその変化率を求めよう。そのために，まず所得デフ

レーターを求める。　　　　　　　　　　　　　　　　　、

　　　　　ρさ＝（in　十　rr）C＊6＊－1＝（1．229561，1．229470）

これより，

　　0＊　＝琵一lg＊　＝（14．699561，　13．244626）

　　g－1（　＊　－9－9）　＝：　葱7－ipき一ig＊－im＝　（－0．189785，－0．191680）

として，「実質」所得とその変化率が導出される。

　さらに，税率を変化させたのちも，以前と同量の消費量を維持するために

は，各家計は，

　　　　　　　　（in十π）C（1－5）－1＝（1．229551，　1．229464）

倍の消費支出額を必要とすることがわかる。

　以上より，名目額は，第1次産業の産出以外，すべて減少することがわか

る。とくに，産業では第2次産業の産出，および所得では営業余剰所得の減

少が大きい。「実質」量ではすべての変数が減少するが，減少率に大きな相違

㊨　ここでは，民間総貯蓄について40磁湾worthが採用されているもの，

　＝1と仮定した。

すなわち，飢
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はみられない。「消費者物価」は雇用者所得家計の方が，営業余剰家計よりも

若干大きく上昇するが，「実質」所得の減少率は営業余剰家計の方が大きい。

これは，営業余剰家計の（名目）所得の減少率が，雇用者所得家計よりも大、

幅に大きいためである。さらに，税率変化後も同量の消費を維持しようとす

れば；各家計とも消費支出額を増加させなくてはならないが，その増加率は

雇用者所得家計の方がわずかながら大きいことがわかる。

　これら数値例の結果のうち，いくつかは，・はじめに与えた諸係数（これは

初期の経済構造を反映している）や政策変数である税率変化だけでなく，公

共支出げ，U）の値にも依存する曹公共収支の種々の悼に対してシュミレー

ションを行なうことは，税率変化のシュミレーションと同様，意義あること

であろう。

9　あとがき

　以上われわれは，公共収支の経済的諸効果を分析するための理論を，現実

のデータによって計測しうるような形で，示した。最後に，「間接効果」の波

及過程など，若干の点について補足的に言及したい。

　税率の変化による価格の変化は，通常の産業連関モデルの価格分析におけ

ると同様，費用増加の完全な価格への転嫁を前提としている。じかしながら，

ここでの価格の中には，「労働1単位あたりの付加価値支払」も含まれている・

したがって，税率の変化の価格への転嫁は，生産物価格だけでなくeh付加価

値へも波及する。

　ところで，この波及は，現実には，市場の需給条件，市場支配力の硯度，

⑳一般に，行和の条件を援用して導出される（税較化の）効果は公共支出の値に鮪

一
し，そうでない場合は公共支出の値に依存しない。すなわち，産出，所得，民間総貯蓄，

　およびそれらの変化率，さらに「実質」産出，「実質」所得，「実質」民間総貯蓄，およ

　びそれらの変化率は，すべて公共支出に依存する。’他方，価格変化率，諸係数，所得デ

　フレーターは公共支出に依存しない。
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公共機関によ渇許認可条件等によって，ゆがめられる可能性がある曾また，

価格変化によって，現実には，産業部門の投入や家計の消費について代替が

現われるかも知れない。わずかな価格変化による代替は，とくに各部門があ

まりに小さく細分化されていない場合には部門内で吸収されると考えられる

ので，モデルの適用を不可能にすることはないであろう。ともあれ，モデル

を現実に適用するさいには，波及の「ゆがみ」や「代替」を考慮する必要が

ある。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’

　本稿は，はじめにのべた如く，2つのタイプの連関モデルのうち，「収支型」

モデルについてのみ考察した。しかしながら，現実には「真の投入産出型」

モデルの有用性は極めて大きい。公共投資め効果を連関モデルによって導出

する場合の従来の方法は，主にその「有効需要効果」に注目するものであっ

た。けれども，公共投資は単に有効需要として作用するのみならず，産業の

生産力を増し，家計へ便益をもたちす。すなわち，公共投資の「生産力効果」

ないし「便益効果」に着目しなくてはならない。公共投資のもつ「有効需要

効果」としての短期的側面ないし景気対策的側面も重要ではあるが，その「生

産力効果」・「便益効果」としての長期的側面ないし構造対策的側面はさら

に重要である。現在の日本経済のように，全般的低成長の中で「構造不況業

種」に対して対策を講じなくてはならない場合には，とりわけ公共投資の構

造対策的側面が強調されなくてはならない。

　このような公共投資の構造対策的・長期的側面に注目し，その「生産力効

果・便益効果」を考察しようとすれば，さきにのべた「真の投入産出型」連

関表を作成することが急務であることを強調したい。この型の連関表から作

られる「公共経済の連関モデル」は，「生産力効果」や「便益効果」を通じて，

公共投資の「産業別産出」への効果だけでなく，その「階層別所得」への効

果を同時に解明する。したがって，そのモデルは，「生産」と「分配」の両面

⑳この「ゆがみ」は，理論上求められる価格変化率と現実の変化率の差である。「ゆがみ」

　の大小によって市場支配力の程度ないし競争の程度を知ることができるかも知れない。

　またソ連型の計画経済ではこの「ゆがみ」が比較的小さいと考えられるので，このモデ

　ルがよりよく適用できるかも知れない。



　　　　　　　　　　　　　公共経済の連関分析　　　　　　　　　　（259）－85一

からみて「最適な」公共投資の在り方を探求するために資するであろう。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1977．9．17）


